
皆さま、こんにちは。
ゆうちょ銀行の池田でございます。
本日は当行の説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。
また、平素より当行をご利用いただいている方もいらっしゃると思います。
この場を借りて、厚く御礼申し上げます。
本日はよろしくお願いします。



1

本日はこちらの３つをテーマに、ご説明いたします。
まずは、ゆうちょ銀行の会社概要、次に事業戦略、
そして株主還元・業績予想でございます。



それでは早速、ゆうちょ銀行の会社概要から、ご説明いたします。
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会社概要として、まず、資料の上半分にある、当行の沿革です。
郵便貯金事業は1875年に始まり、その後100年以上
国の事業として営まれてきました。

2007年、民営化により、ゆうちょ銀行が発足し、
2015年にはグループ他社と同時に東証第一部に上場しております。

このように、国内随一の非常に歴史の長い事業ですが、
一方で、銀行としてはまだ歴史は浅い。
今後、日本全国の皆さんの身近な銀行であり続けるために、
時代や環境にあわせて、新しいことにチャレンジし、事業を成長させていく、
そして、皆さんの信頼を今まで以上に深めたい、との想いで、
銀行としての経営を進めたいと思っております。
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次に、日本郵政グループ３社の関係です。

日本郵政の子会社であるゆうちょ銀行は、直営店233店舗に加えて、
兄弟会社である日本郵便に業務委託し、
彼らが保有する全国約24,000の郵便局を通じて、
全国のお客さまに貯金や送金などの金融業務を提供しております。

なお、現在、日本郵政は、ゆうちょ銀行株式を約89％保有しておりますが、
郵政民営化法では、ゆうちょ銀行を含む金融子会社の株式を
早期に全株処分すると定められており、
また、日本郵政は「2025年度までのできる限り早期に50％以下とする
ことを目指す」方針を示しています。

右側に書いてありますが、当行の新規業務に関して、
現時点では郵政民営化法に基づく監督官庁の認可が必要ですが、
日本郵政の株式保有割合が50％以下になりますと、
届出制に緩和されることになります。



この日本郵政の株式保有割合に関連して、
4月に東京証券取引所の市場区分が変更されるため、
投資家の皆さんはゆうちょ銀行がどの市場に移行するのか、
気になっていらっしゃると思います。
しっかりとご説明する必要がありますので、こちらのページで説明します。
先日、東証のWebサイトでも公表されましたとおり、
当行は、4月以降、プライム市場に移行いたします。

状況をご説明しますと、
右側に、プライム市場の上場維持基準を記載しておりますが、
先ほど日本郵政グループの関係図で申し上げたとおり、
現時点では親会社の保有比率が89％ほどあることで
プライム市場の基準を満たしておりません。

ただし、当行は、適合に向けた「計画書」を示しておりますので、
東証のルールどおり経過措置に基づいてプライム市場への移行が可能、
という状況です。

そして、先ほどご紹介しましたとおり、
日本郵政の株式保有割合が50％以下になりますと、
当行は流通株式比率の要件に適合することになります。
当行は、この方針に沿って民営化プロセスを着実に進めてまいります。

5



6

ここからは当行のビジネスモデル、収益の構造です。

右にあるように、郵便局ネットワークなどを通じて、
全国のお客さまに様々な金融サービスをご提供し、
手数料をいただくビジネス。
一方で、左にあるように、このネットワークを通じてお預かりした資金をもとに、
日本国債や海外社債などの有価証券に投資する資金運用のビジネス。

この大きな２つの柱を日本最大の規模で行っているのが、
当行のビジネスモデルです。
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次に、当行の特徴である郵便局を中心とした
「日本最大のリアル・ネットワーク」です。

全国約24,000という総店舗数は、
全国の銀行の本支店数の総合計を大きく上回ります。
加えて、店舗、コンビニエンスストアなど約32,000台のATMを保有しており、
全国を網羅する国内随一のATMネットワークです。

この全国にくまなく広がるネットワークを通じて、
サービスを提供するのが当行の強みです。
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このネットワークを通じ、国内のお客さまから
安定的に資金を調達しています。

左のグラフは、国内の家計部門の預貯金に占め
る当行のシェアを示しておりますが、ご覧のとおり、
全国の預金シェアの中で約２割を当行が占めており、
右のグラフを見ればメガバンクと比べても最大規模であることがわかります。

また、通常貯金の口座数は、約1億2,000万であり、
まさに、日本全国のみなさまにあまねくご利用いただいている、
最も身近な銀行である、と考えています。
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次に、「運用の高度化・多様化」についてです。

国内で歴史的な低金利環境が続く中、国際分散投資を推進し、
収益源泉の多様化を進めてまいりました。

民営化時2007年10月時点の運用資産の構成は、
国債が88％、外国証券は0.1％しかありませんでしたが、
2021年9月末では、国債の割合が22.4％まで減少し、
外国証券等が32.3％まで増加しております。

もちろん「歴史的な低金利」という環境変化に対応したということもありますが、
私としては、民営化したことによる大きな成果の一つだと考えています。
運用の高度化・多様化を進めるには、運用の手腕も問われますので、
民営化以降、着実に社内での運用体制を強化してまいりました。
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申し上げた「歴史的な低金利環境」を表すグラフがこちらのとおりです。

赤い線の10年もの日本国債の金利は、急速に低下し、
足許ではマイナスに落ち込むことも珍しくありません。

一方、緑の線が示す当行の運用利回りは、国際分散投資を進めた結果、
何とか踏みとどまってきております。
引き続き利回り確保に向け努力してまいりたい、と考えています。



こちらのグラフは、民営化以降の当期純利益の推移を、
当行とメガバンク３行、及び、地銀上位５行の合算値とで、比較したものです。

濃いグリーンの線で示された当行の純利益は、他行と比較しても
比較的安定的に推移してきたことがお分かりいただけると思います。
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それでは次に、ゆうちょ銀行の中期経営計画として、
昨年５月に発表しました足許５年間の事業戦略について、ご説明いたします。
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まず、ご覧のとおり、日本郵政グループと当行の経営理念から、
当行のミッションをあらためて整理しました。

日本全国のお客さまへ「安心・安全」な金融サービスを
「親切・丁寧」に提供すること、
地域経済の発展に貢献すること、
健全で収益性の高い運用を行い持続可能な社会の実現に貢献すること、
が当行の使命であります。

また、この使命を果たすことで、
企業価値の向上と社会課題解決の両立につなげていきたい、と考えています。
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このミッションを実現するため、「信頼を深め、金融革新に挑戦」という
スローガンを掲げ、アグレッシブにチャレンジしていく項目として、
「５つの重点戦略」を策定しました。

それぞれの戦略については、後ほどご説明しますが、
これらは、DX、つまりデジタルトランスフォーメーションや、
ESG経営といった、最近の経営管理のキーワードにつながるものにしています。
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こちらが、中計期間中の財務目標です。

一番下にあるとおり、銀行業務の基盤になる健全性を十分に確保した上で、
引き続き市場運用の強化を行うとともに、経費削減等、効率性を高め、
純利益、ROEといった収益性を大きく改善させていこうと考えています。



16

こちらは、収益拡大に向けた５年間のロードマップです。

2020年度の利益に対して、市場運用で310億円、
リテールビジネス230億円の利益を上乗せし、
生産性向上により550億円の営業経費を削減します。

そのことで、25年度には経常利益5,000億円程度、
純利益で3,500億円以上を目指す計画です。
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では、重点戦略の１つ目の、デジタルサービス戦略です。

お客さまが当行をご利用いただく際には、
郵便局等のリアルチャネルと、アプリ等のデジタルチャネル、
またコールセンター等のサポートチャネルから、
最適なチャネルをご選択いただけるように、
お客さまのニーズにきちんと応えられるよう、チャネルを整備してまいります。

例えば右側に示しているデジタルチャネルでは、
スマホで預金残高・入出金明細が確認できる
通帳アプリの機能拡充・利用拡大に取り組んでいます。
今月から、この通帳アプリで「投信の取引」「住所変更」なども可能となりました。
近い将来にはスマホだけでATMでの入出金をできる機能を搭載し、
リアルチャネルの強さをアプリの便利さにつなげます。
新しく「家計簿・家計相談アプリ」等も構築を予定しています。

このように、郵便局ネットワークを活用し、デジタルサービスの普及を
促進しながら、顧客基盤の活用、多様な事業者との連携による
オープンな「共創プラットフォーム」を構築いたします。
それぞれのチャネルが相互補完することにより、
お客さまに最適な商品・サービスをご提供する、
ゆうちょらしい体制を構築していきます。
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次に、投資信託をはじめとする資産形成に対するサポートビジネスです。
お客さまにとって最適なチャネル、商品・サービスをご案内しながら、
資産形成のお手伝いをしていきます。

最適なチャネル、といいますのは、
身近な郵便局・ゆうちょ銀行の社員に、直接相談できる「対面チャネル」か、
低コストで資産運用等を実施できる「デジタルチャネル」か、
お客さまそれぞれのニーズに応じてご案内をしていく、選んでいただくということです。
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更に、ご覧のような、新たなサービスを展開してまいります。

スライドの左にあります、投資一任サービスは、
昨年12月3日に認可申請を行っています。

今後は、ここに記載した金融サービスに加え、
グループ内外の多様な事業者と連携した新しい商品・サービスを展開し、
共創プラットフォームの具体化を進めていきたいと考えております。



20

次に、重点戦略の２つ目です。

お客さま向けサービスだけではなく、社内の業務、
お客さまから見えないところでも、デジタル技術を活用しています。

コールセンターや窓口後方事務へのAI活用や、
営業店へ窓口タブレット導入による、窓口業務の利便性向上や効率化などを通じ、
生産性の向上を図っていきます。

こうした業務のデジタル化を通じた生産性の向上により、
2025年度には2020年度比で、営業経費をグロスで1,000億円近く
削減する一方で、
ローン・法人営業や市場・サイバーセキュリティ等の強化分野への増員や、
DX推進等の重点分野には、積極的に投資します。

費用全体としては合計で550億円の削減を行います。
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次に、重点戦略の３つ目です。

従来から、地方債への投資に加え、地域活性化ファンドへの出資など、
地域への資金循環を意識してきた当行ですが、ここに記載してあるように、
色々な分野で、地域金融機関との連携を更に強化し
地域リレーション機能を強めていく計画です。

例えば、左上のエクイティ性資金、これはリスクマネーのことですが、
この供給については、地域金融機関との連携を通じて、
お客さまの大切な資金を地域に循環するために、
2016年度から積極的に地域活性化ファンドへの参加を推し進めています。

そして、左下の「地域ファイナンス機能の強化」によりまして、
地域への資金循環に向けて、プロジェクトファイナンスなどの
多様な枠組みを通じた資金供給を行います。

右下の「ATMネットワークの活用」は、効率化と利便性維持のため、
他の金融機関とＡＴＭを相互に無料開放するという、
「プラットフォーム化」を推進しているものです。
ATM設置数No.１の日本全国を網羅する
当行のATMネットワークの活用として、
地域金融機関・当行共にメリットがある形での実施を進めているところです。
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次に、重点戦略の４つ目、国際分散投資の推進です。

左側が、リスク性資産、すなわち国債を除く資産運用の残高推移です。
この３年間で約10兆円増加しておりますが、今回の中計期間中に、
更に約20兆増加し、25年度には110兆円に達する計画です。
基本的には、信用力が高いＩＧ（インベストメントグレード）と呼ばれる
投資適格の債券を中心に残高を積み上げていくことで、
安定的な収益の確保に努めます。

一方、グラフの一番上にある灰色の部分は、いわゆるオルタナティブ、
当行では戦略投資領域と呼ぶ投資です。
右側にグラフがありますが、これらは投資時点で目利きをして優良案件を選別し、
中長期で収益を上げていくような、例えば未公開株式である
プライベートエクイティや、不動産にファンド形式で投資をしております。
選別の難しさはあるものの、大きな収益を期待できるので、この残高は
中計で10兆円を目指し、現在も焦ることなく着実に残高を積み上げております。

特にプライベートエクイティは、投資をして最初の５年程度は、
成果が収益として出てこないのですが、毎年ごとの投資の時間経過を見ながら、
将来の収益化を見込んで残高を積み上げてまいりました。
その結果、今年度は中間時点で、過去に投資したプライベートエクイティファンドから
想定以上の分配金を得て、大きく資金運用収益が増加しています。
これが、11月に行った業績の上方修正につながっており、
これまでの投資が収益化し、この中計期間の収益の柱として期待できる状況に
なっております。
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国際分散投資の推進、リスク性資産残高の積み上げに際しては、
当然ながらリスク管理を深め、安定的でストレス耐性のある
ポートフォリオ構築を進めています。
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重点戦略の５つ目です。

企業としての基盤強化のため、
「お客さま本位の業務運営」に取り組んでいます。

全社員が、「お客さま本位の業務運営」を実践していくには、
「組織風土改革」が必要です。
そこで、サービス向上委員会を立ち上げ、私自身が組織風土改革に
ハンズオンで取り組んでいます。
フロントラインの社員と意見交換を実施し、「社長直通ご意見箱」を作り、
社員の声が直接私に届く仕組みづくりをしました。
ここに届いた意見は私が目を通し、実際に業務に活かしています。
お客さまの期待に応えるためには、第一線でお客さまと接している
社員の声に耳を傾ける、これが重要だと考えています。
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最後に、全ての戦略に跨る「ESG経営の推進」です。

ESG経営を推進するにあたり、優先して取り組むべき重点課題、
いわゆる４つのマテリアリティを設定しました。
この４つのマテリアリティを経営戦略と具体的な取り組みに結び付け、
それぞれKPIを設定した上でESG経営を推進してまいる所存です。
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それでは具体的に、環境に対する取り組みです。

当行では環境課題に対し、従来からTCFD提言に基づいて
対応してきましたが、これを強化し、
2050年のカーボンニュートラルの実現に向けて、
社会全体のCO2排出量削減を後押ししてまいります。

ESGテーマ型投資については、
収益確保を前提に、ESGテーマ投資残高を拡大し、
持続可能な社会の実現に貢献してまいります。
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次に、社会に対する取り組みです。

スライドの青い囲み、黄色の囲み部分については、
先ほどもご説明した内容ですが、
その他、「働き方改革やダイバーシティマネジメント」にも取り組んでいます。
指標としては、女性管理職比率、育児休業取得率、障がい者雇用率を
設定しておりますが、
ダイバーシティマネジメントの推進、柔軟な働き方の拡大等により、
働きやすく、自主的・自立的に成長・挑戦できる職場環境を整備し、
社員一人ひとりの働きがいを向上してまいります。
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そして、ガバナンスに対する取り組みです。

当行は、独立性・多様性・専門性のバランスの取れた取締役会を構成しており、
その多様な経験、専門スキル、客観的視点を背景とする監督のもと、
迅速・果断な意思決定を行っております。
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それでは最後に、投資家の皆さまからのご関心が最も高いと思われます、
ゆうちょ銀行の株主還元について、ご説明いたします。
昨年11月の中間決算発表時に、
2021年度の期末配当予想を修正いたしました。
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まず、資本政策の基本的な考え方です。

図でお示しのとおり、株主還元、財務健全性、成長投資の
バランスを取って運営してまいります。

バランスと言いますのは、内部留保を成長投資の原資として活用し、
収益改善・企業価値向上を図り、
利益の拡大に応じた株主還元の充実を目指していきたい、ということです。



31

続いて、中期経営計画と併せ5月に公表した株主還元方針です。

まず、基本的な考え方として、中期経営計画期間中は、
先ほどの基本的な考え方に基づき、配当性向は50%程度とする方針と
いたしました。

これは、市場環境の不透明性が大きい環境下で、財務健全性を確保しつつ、
運用などのリスクテイクによる持続的な収益確保を図るためには、
内部留保の充実、着実な積み上げが必要であるためです。

この結果、2020年度までの1株当たり配当金の50円と比較し、
発表時点で40円と減配予想となってしまったことについて、
投資家の皆さまには申し訳ございません。

一般的に、配当性向方式では、
利益拡大が1株当たり配当金の増加に繋がります。
当行の今後の配当金も、この株主還元方針と毎年度の利益水準を踏まえ、
「安定性・継続性」を意識して検討してまいります。
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では、今期の業績予想についてです。
業績予想は、11月の中間決算発表において、上方修正しました。

これは、中間決算の状況が想定を上回った、具体的に言いますと
当行が保有する、外国社債を主な投資対象とする投資信託や、
プライベートエクイティファンドの分配金が想定を上回って推移したことで
資金収支が増加しました。
市況等も踏まえ、当初予想対比で好調な決算となったことなどから、
通期業績予想を、経常利益4,850億円、
連結純利益は3,500億円の予想としました。



こちらは業績予想の前提条件ですので、後ほどご確認ください。
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次に、配当予想です。
2021年度の期末配当予想も、11月の中間決算発表において、修正しました。

1株当たり47円、配当性向の見込みは50.3％となります。
引き続き、内部留保を成長投資の原資として活用し、
収益改善・企業価値向上を図り、利益の拡大に応じた
株主還元の充実を目指してまいります。



また、株主の皆さまの日頃からのご支援に感謝するとともに、
当行株式への投資の魅力を高め、より多くの方々に
当行株式を保有していただくことを目的に、
株主優待制度を導入いたしました。

記載のとおり、３月31日時点で、500株以上保有されている株主さまへ、
3,000円相当のオリジナルカタログギフトを贈呈させていただきます。
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当行の決算情報などの詳しい情報は、当行のWebサイトや
本資料の後ろに付けております、ご参考のページをご覧ください。

以上が、私からの説明でございます。ご清聴ありがとうございました。
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